
751980年代以降日本における在留外国人に関する地理学的研究の動向

1980年代以降日本における在留外国人に関する地理学的研究の動向

丁　茹楠

１．はじめに

　1980 年代以降、日本に流入する新来の外国人、すなわちニューカマーが急増している。特に留学、
国際結婚、出稼ぎなどの目的を持ち、来日する外国人が増えている。それに伴って、近年、様々な分
野において外国人を対象として取り上げ、彼らの動向、ホスト社会との関わりなどに注目する研究が
増大している。従来、植民地期の移民とその子孫で構成されるオールドカマーを中心に数多くの研究
が蓄積されてきたが、1980 年代以降に来日したニューカマーに関する研究成果も豊富になり、視点
も多様化している。そこで本稿では、在留外国人について、社会学や移民政策学など隣接領域の研究
成果も参照しつつ、日本の地理学研究の動向とそこで得た研究成果を整理し、今後の研究課題を提示
することを目的とする。その際、特定の外国人集団に焦点を当てるのではなく、1980 年代以降来日
するニューカマー全体を対象に取り扱うことにする。
　以下では第 2 章で議論の全体となる外国人受け入れ政策の変遷に伴う在留外国人の変化を概観した
後に、既存文献を地理学的視点から地域スケールに分け、第 3 章で全国スケールでみた在留外国人に
関する研究、第 4 章で大都市圏に集中している外国人に関する研究、第 5 章で地方圏における外国人
の研究動向についての重要な成果を取り上げる。	

２．外国人受け入れ政策の変遷と在留外国人の変化

2.1　外国人受け入れ政策と背景―労働者
　1980 年代からバブル経済期に入り、労働力不足問題が顕著になった。1982 年の「出入国管理及び
難民認定法（以下、入管法）」の改正によって「研修生」という在留資格が創設された。しかし、日
本政府は単純労働の受け入れは認めてはいない。1980 年代後半からの景気拡大によって、大勢の外
国人労働者が日本へ流入するとともに、不法就労問題が深刻になった。したがって、不法就労や人手
不足問題に対応するため、1989 年に入管法が改正され、日系人には、「日本人の配偶者等（日本人の
配偶者、日本人の子として出生した者及び日本人の特別養子）」「定住者（日本人の孫など、日系 2 世
及び 3 世である外国人）」という、就労を含め日本での活動に制限がない在留資格が与えられ、合法
的に単純労働にも就けることになった（渡辺，1995）。その後、1993 年 4 月に「技能実習制度」が創
設され、1997 年、外国人実習生の滞在年数が 2 年から 3 年に伸びた。しかし、日本政府は外国人の
受け入れを、労働需要に応じて受け入れる労働者（例えば日系人や技能実習生）と積極的に受け入れ
る労働者とに区分したままである。「高度人材」つまり「専門的・技術的分野で高い知識を持った労
働者」は後者に属する。
　外国人高度人材への需要の高まりは、1990 年代後半における国際的な IT 市場の拡大によって、顕
在化する。2000 年に日本政府が発表した「IT 基本戦略」では、政策目標として 2005 年までに 3 万
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人程度の優秀な外国人を受け入れるという数値目標が示された。これにより、IT 分野を中心とする
外国人高度人材の受け入れが本格的に始まった。2012 年、日本政府は外国人高度人材受け入れにポ
イント制度を導入した。学術研究活動、専門・技術活動、管理活動という 3 つの在留資格の範囲内で、

「学歴」、「職歴」、「年収」などの評価のポイントを設け、70 点に達した場合、法律上の最長の在留期
間である「5 年」が一律に付与されることに加え、永住許可要件の緩和等優遇措置を与える。さらに、
2015 年に「高度専門職」の在留資格を新設した。このように、日本政府は「高度人材」の受け入れ
に歓迎的な姿勢を見せている。
　深刻な人手不足に対応するために、従来の専門的・技術的分野における外国人に限定せず、一定の
専門性・技能を有し即戦力となる外国人の受け入れを始め、2019 年 4 月に新たな在留資格「特定技
能」を創設した。
　
2.2　外国人受け入れ政策の変遷に伴う在留外国人の変化―留学生と国際結婚者
　「高度人材」の誘致を進めるため、日本政府は「高度外国人材の卵」とされる留学生の受け入れを
積極的に推進している。その端諸は 1983 年の「留学生 10 万人計画」の開始であった。1984 年、法
務省は日本語学校で学ぶ私費就学生に対する入国手続きを簡素化した。この結果、スタート時には
6,000 人に満たなかった留学生は、1992 年には 5 万人近くとなったが、その後の伸びは鈍化した。そ
の理由は 1990 年代に、出稼ぎ目的の就学生が増加し、不法就労や不法残留などが目立つようになっ
たことに伴い、入国管理局のビザ資格審査が厳格化されたためである（山下，2017）。その後、留学
生は 2000 年には 6 万人を超えたが、10 万人を超えることができたのは、同計画開始 20 年後の 2003
年のことであった（福嶋 2016）。2000 年以降に留学生が再び増加に転じたのは、1996 年身元保証人
制度 1 撤廃、1998 年留学生のアルバイト制限が 1 日 4 時間という規制から週 28 時間という柔軟な規
制になったこと、1999 年、1 年更新であった留学ビザが 2 年更新になったこと、2000 年には大学・
適正日本語学校（不法残留率が 5％以下の日本語学校）には申請書のみで在留資格認定書を発給する
という大幅な規制緩和が次々と行われたことが大きい（茂住，2010）。その後、留学生を 2020 年を目
処に 30 万人にしようという「留学生 30 万人計画」が 2008 年に始まった。2019 年時点で、法務省の
統計によると、「留学」在留資格の保有者は 345,791 人で、すでに 30 万を超えているが、2010 年、在
留資格「留学」と「就学」を一本化したことが、留学生 30 万人計画の達成のための「水増し」であ
るという批判もあった（明石，2010）。
　一方、1979 年から 2007 年にかけて外国人女性の増加が目立っている。その要因として、国際結婚
の増加が考えられる。高度経済成長期以降、日本の農山村では過疎化の進行に伴って嫁不足・結婚難
問題が深刻化した。そのうち、フィリピン女性の来日は 1970 年代後半から急増した。1960 年代に端
を発するフィリピン国内の構造的な経済不況とそれにともなう政情不安を背景にして、労働力の海外
輸出が国家的に制度化された時期である（阿部，2011）。彼女たちは「興行」の在留資格を取得して
来日したが、来日後、売春行為に従事あるいは強制的に従事させられたり、不法滞在などにより、強
制送還されたりする者が多かった（山下，2017）。2004 年、アメリカ政府は「日本政府は人身売買を
防ぐための努力を怠っている」と批判したことから、2006 年に法務省が興行ビザの発給を厳格化し
たため、フィリピン女性の来日が激減した。



771980年代以降日本における在留外国人に関する地理学的研究の動向

３．全国スケールでみた在留外国人に関する研究

　本章では、まず日本における外国人の移動や分布状況などに関する研究動向を整理する。続いて、
全国スケールで見た在留外国人に関する研究を①国際結婚者、②留学生など、③専門技術者の 3 つの
カテゴリーに分け、整理して論じる。なお、単純労働者について、就労機会が恵まれた地域に集中傾
向にあるため、市区町村スケールなどの狭い空間スケールでの事例研究がほとんどである。そのため、
単純労働者についての研究は第 4 章と第 5 章で論評する。
　
3.1　日本における在留外国人の分布と移動状況
　多様な雇用機会に恵まれた関東から近畿にかけての日本の中央部では、全国平均を上回る 1.25％以
上の外国人比率を示す自治体が多い（石川，2011）。海外から日本に国際移動を行った外国人が、ど
この都道府県に移動したのかを具体的に検討した研究として、Liaw and Ishikawa（2008）、戴（2011）
の論文が挙げられる。Liaw and Ishikawa（2008）は国籍別に分析し、中国人と韓国人は東京圏、ブ
ラジル人は名古屋圏や日本中部に集中していると述べた。戴（2011）は 1980 年代以降に来日した外
国人の地域分布に着目し、国際人口移動による日本の地域人口変動への影響を検証した。その結果、
1980 年以降の日本における地域別外国人の変動について、三大都市圏と地方圏のいずれにおいても、
大幅に増加した。増加幅の大きさ順では、東京圏、地方圏、名古屋圏、京阪神圏となっていることを
指摘した。
　一方、外国人の移動に影響する要因を考察する研究については、石川ほか（2014）、是川（2008）
がある。石川ほか（2014）は 2010 年国勢調査による外国人の個票データを用い、日本における新規
流入の外国人の目的地選択に影響する要因を分析した。その結果、①労働市場の諸条件、②同一民族
人口の集住、③結婚機会の空間分布、を提示した。一方、是川（2008）はエスニック・ネットワーク
に焦点を当て、市区町村単位のデータを用い、外国人の居住地決定を国籍別に検討した結果、エス
ニック・ネットワークは同胞人口の増加に対して正の影響を及ぼすが、在留資格、国籍、性別の違い
により、選択的に動員される資源である、と指摘した。
　2010 年代において、日本に在留する外国人の国籍別分布をみると、中国人や韓国人ニューカマー
は主に首都圏に多いが、過疎地でも中国人技能実習生が多く働いている。対照的に、ブラジル人は東
海地方の工業都市に集中している。フィリピン人は北東北、四国、九州の過疎地や離島で暮らす結婚
移民が高比率地区の点在を形成するが、2000 年代から日系フィリピン人の集中地区が三重県松阪市
などの東海地方で現れている（高畑，2019；千葉，2019）。ベトナム人は大企業工場やその 1 次サプ
ライヤー工場が立地する地方自治体に集中しているのに対し、ネパール人は留学生が中心であり、留
学生を積極的に受け入れる大学が立地する地方自治体に多く、その典型が福岡大都市圏である（山本，
2019）。

3.2　国際結婚者
　1970 年代後半から 2005 年まで、フィリピンから大量の女性興業労働者が来日した。彼女らの中に
は不法に風俗業に従事する者も多く、「じゃぱゆきさん」と呼ばれるようになった（山下，2017）。そ
の後、日本人男性と結婚するフィリピン女性人が増加した（高畑，2016）。東北地方をはじめとする
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農山村地域では 1980 年代以降、外国人花嫁、特にアジアから花嫁を受け入れることが一般化し、
2006 年までその数は年々増加した。夫婦一方が外国人である結婚件数は 1970 年以降、大幅に増加し
た。そのうち「夫が日本人・妻が外国人」の件数が 1980 年代以降から急速に増加し、1990 年には国
際結婚の約 78％を占めるようになった。妻の国籍別にみると、主に韓国・朝鮮、中国、フィリピン
が多く、2006 年には 3 つの国籍を合わせると全体の 80％ぐらいを占めるようになった（南，2010）。
　2006 年までの国際結婚件数の急増傾向に対し、フィリピン、韓国、中国などの外国人女性の結婚
事情への関心が高まっている。石川（2018）は国際結婚を促している要因である性比不均衡の問題を
都道府県および市区町村別に検討しているが、都道府県別にみると、三大都市圏、それ以外の東日本
の道県、および西日本の諸県という 3 つの地域類型があり、市区町村別にも性比の大きな格差が存在
することを明らかにしている。そして、日本における国際結婚移動の要因に関する研究としては井上

（2014）が注目される。井上（2014）は日韓間の国際結婚に関するデータを用いて、二国間における
経済格差の変化が上方婚 2・下方婚 3 とそれに伴う国際人口移動に与える作用を検証し、基本的に国
際労働力移動のアナロジーで説明できる、と述べた。
　他方、日本の農山村地域において国際結婚が発生する要因、実態などに注目する研究も多い（賽漢
卓娜，2011；張，2019；南，2010）。賽漢卓娜（2011）は国際結婚者を送り出す側の社会背景、伝統
意識、女性の家庭地位などを分析し、中国人女性の国際結婚者を事例として取り上げ、彼女らを送り
出すプッシュ要因と受け入れ側のプル要因を考察した。その結果、プッシュ要因として、出身地域、
結婚歴などが挙げられ、プル要因として、日本農村の「嫁不足」問題、国際結婚の仲介業者の出現が
指摘された。張（2019）は、都市部に居住する外国人「花嫁」の生活の現状を調査し、都市部と農村
部の中国人女性結婚者との比較を行った。張は都市部に嫁いだ女性は農村部ほど夫婦間のコミュニ
ケーション問題が深刻ではないという知見を得たが、都市部の女性国際結婚者には夫婦以外の人間関
係などの問題が存在することを示している。南（2010）は日本農山村に定住している外国人花嫁に焦
点を当て、彼女らの定住過程及び定住に影響する要因を分析した。その結果、外国人花嫁の出身国や
出身地域また、受け入れ地域や受け入れ家族の状況、斡旋の方法などによって異なる定住状況がみら
れたとし、①受け入れ地域における個人・行政・NPO 団体などからの支援、②良好な家族関係、③
近隣や地域住民との関わり、という 3 つの要素が外国人花嫁の定着に影響することを明らかにした。
　しかし、2006 年以降日本の国際結婚件数が減少傾向に転じた。その要因について、竹下（2019）
は第１に、来日するフィリピン女性の減少、第 2 に、アジア諸国の経済発展により、アジア女性は日
本人男性との結婚をしなくても、自国内で上方婚が可能な結婚相手を見つけることができるように
なったこと、そして、第 3 に、偽装結婚のブローカーや斡旋業者などの摘発が強化されたことを挙げ
た。
　これらの先行研究は日本における国際結婚の発生要因、地域的分布特徴、実態そして国際結婚者の
定住化などを検討した。国際結婚者への関心は時代の経過とともに変わりつつある。1970 年代の後
半から 2005 年まで、フィリピン女性の不法就労やアジア女性と東北地方の日本人との結婚事情が注
目され、その後、日本農村の「嫁不足」問題が招いた国際結婚の仲介業者の現れ、国際結婚者の定住
化問題などへの関心が増えている。一方、地理学的な視点からみると、日本における大都市、地方都
市、農村地域に発生する国際結婚はそれぞれの特徴がある。このような地域的特徴を明らかにする研
究を進めていく必要がある。
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3.3　留学生
　1990 年代までに来日した外国人留学生の動向は、すでに奥田・田嶋（1991，1993）、駒井（1995）、
山下（2016）によって検討されている。1980 年代後半、来日する留学生はほとんど韓国や中国出身
者であった。彼らは「留学」、「就学」の在留資格を取得し、日本語学校が立地している東京及び近県
に集まっていた（駒井，1995）。特に東京の池袋と新宿の周辺に集中するようになった。その理由と
して、①池袋周辺に日本語学校が多く立地したこと、②池袋駅から徒歩 5 ～ 10 分くらいの地区に老
朽化した安価なアパートが多かったこと、③居酒屋やレストランが数多く集まった池袋ではアルバイ
トを見つけやすかったこと、が挙げられた（山下，2016）。清水（1994）は東京大都市地域における
外国人就学生の住居選択と住居移動のプロセスを分析した。その結果、就学生は社会的・経済的・空
間的条件に住居選択の幅を制限されながらも、一方で同国人との同居、情報網の活用、交通費や家賃
との家計内調整、空間学習などによりある程度主体的な選択を行っていることが明らかにされた。留
学生を扱った最近の研究では 2.1 で記述したように、激増しているベトナムやネパール人留学生が注
目されている。佐藤（2012）、柳（2017）がネパール人留学生の実態に関する研究を行っている。是
川（2019）は福岡の日本語学校に在籍する留学生個人の移住過程に注目し、特にネパール人留学生は
他国出身者より就労を希望する傾向があることを明らかにした。
　このように、在日留学生への関心は 1990 年代に東京圏に集中している中国、韓国人留学生に集中
していたが、留学生の出身国の多様化と地方圏の増加に伴って、近年は研究が多岐にわたっている。
2010 年代には地方圏に集まっているネパール留学生に注目が集まったが、日本語学校の留学生を対
象とする研究がほとんどである。大学、大学院に進学するネパール留学生をめぐる考察は乏しく、今
後一層解明すべき課題である。
　
3.4　高度人材
　本節は日本に在留する高度人材を対象者とした研究を論じる。高度人材をめぐる研究は各分野にお
いて蓄積されている。しかし、「高度人材」について定まった定義はなく、一定の幅がある。例えば、

「高度に専門的な知識、技術、技能を有する外国人労働者」（西川，2014；明石，2009；馬，2019）、
「『高度専門職』の在留資格を有する外国人労働者」（大石，2018）、「『技術』、『人文知識・国際業務』
の在留資格を発給されている大学卒以上の資格を持つ者」（福嶋，2016）と定義されている。地理学
以外の分野でも、高度人材を日本の受け入れ政策と課題の観点から把握するものがある。日本政府は
積極的に高度人材を誘致するため、様々な政策や優遇措置を実施しているにもかかわらず、高度人材
の受入れは成功していないと評価されている（明石，2010；西川，2014；大石，2018）。明石（2010）
は外国人高度人材の誘致が進んでいない要因が言語問題だけでなく、日本型の採用方式や年功序列の
雇用システムであると述べた。大石（2018）は来日する外国人高度人材が少ない理由として①労働市
場における需給バランス、②厳しい雇用環境、低い給与水準と根強いジェンダー差別、③昇進の遅さ
と評価の不透明性、という 3 つの点を指摘した。Tong（2019）は、東京に定住している高度専門の
外国人を対象に、彼らを受入れる政策と高度人材ポイント制について評価を行った。その結果、日本
政府は外国人高度人材を移民として受け入れを認める一方で、外国人高度人材の日本への移住は期待
通りに達成されておらず、日本における職場環境と労働条件を改善し、人材獲得の競争力を高めるべ
きと主張した。
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　以上の研究は、日本における高度人材の受け入れに直面する問題を政策の視点から論じたが、それ
らの問題点に対する有効な改善策を提言することが期待される。
　また、日本に就職した留学生の就業状況や直面した課題などをめぐる研究は移民政策学や社会学分
野において蓄積される。鈴木（2015）は日本企業に就職している外国人社員の事例を収集し、彼らの
成長を促進・阻害する要因を明らかにし、外国人社員の適応状況を阻害する要因として、日本企業の
特徴的な「メンバーシップ型」4 の人事システム、本人の「外国人扱い」への抵抗感、職場の育成・
支援体制の不十分さが挙げられた。寶ほか（2019）は移民研究でしばしば用いられてきた「プッ
シュ・プル理論」を留学生の就職後の日本への定着要因に応用し、特に中国人留学生に着目し、他国
出身者との比較、中国人留学生の中の理工系と文系の者の比較を通じ、日本での就職・職場・生活環
境の受け止め方や将来計画における傾向を解明した。調査結果として、①就職先を選ぶ際に、中国人
留学生は母国と関係があることなどを重視する傾向が強いこと、②職場環境では、他国の留学生より
外国人としての配慮を受けることが少ないこと、③将来計画では、他国留学生より強い帰国希望が見
られ、それは文系より理工系のほうがさらに強いことを示した。井上（2016）は在日文系中国人留学
生に焦点を当て、馬（2019）は来日する中国人留学生を事例として、超境する高度人材の移住過程を
検討し、中国人高度人材が語った移住過程には、キャリアの追求や家族の形成が重要な要素であるこ
とを示した。馬は、留学を一つの手段として、その後のキャリアが確定され、あるいは、留学先で将
来のパートナーに出会い、結婚に至るケースが少なくないことを述べた。
　これらの研究は来日外国人の移住過程において留学を重要な一部と位置づけており、日本での就
職・職場・生活環境などの調査を通じ、直面する問題や課題などを検討したが、留学生の実際の進路
決定には踏み込んでおらず、最初の希望と最後の結果が一致するかどうか、その理由を問う必要があ
ると考える。さらに地理学的な視点から、進学、就職等に伴う留学生の地域的移動を検討し、高度人
材の国際移動に知見を得ることが期待される。
　一方、IT 技術者を対象とした外国人専門技術者に関する研究は、移民政策学や経済学分野におい
て関心を集めている。佐藤（2004）は経済学の視点から、ソフトウェア産業の変化と韓国、中国、イ
ンドのソフトウェア企業の事例という 2 つの側面から、外国人 IT 技術者の受け入れの実態を明らか
にした。村田（2010）は外国人労働力の就労形態の視点から捉え、インド IT 技術者に焦点を当て、
専門職人材の国際移動と請負労働を、フィールドデータを交えて分析を行い、高度人材である IT 技
術者が請負取引において「労働力」として扱われ、経済情勢次第で「切り離し」可能な状態に置かれ
ていることを示した。外国人専門職人材に対し、入国手続きが簡素化され、日本での長期的在留許可
が与えられたとしても、それが彼らの「定着」に直結するとは限らない（村田，2010）。宣ほか

（2014）は高度人材の移動メカニズムの研究を「制御された移動」という視点から捉え、2000 年代に
日本に移住した韓国人 IT 技術者の移動メカニズムを調査し、その拡大要因の解明を試みた。日本政
府が IT 技術者を 3 万人程度受け入れる計画の効果のみでは説明できず、むしろ韓国側において官民
協同で独自に構築された送出システムがもたらした効果に着目する必要があると述べた。
　以上の既存研究は、日本で働いている IT 技術者を送り出す側の政策や日本での就業実態などを考
察した。特に村田（2010）は、IT 技術者がジャストインタイム労働力として管理され、市場の需要
に応じ、切り離されることを述べた。そのような雇用形態は IT 技術者の「定着」に影響すると考え
られ、高度人材の競争が激しい今日において、どのように高度人材を受け入れる、彼らの流出を防ぐ
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政策を作るのかが重要な課題と言えよう。

４．三大都圏におけるエスニック研究の動向

　本章では、大都市圏での在留外国人を対象とした研究を、エスニック空間、外国人就業状況や起業
状況（エスニック・ビジネス）、エスニック・ネットワーク、定住化に注目した研究等に整理して内
容を紹介する。
　エスニック空間研究はエスニック地理学の重要な研究課題である。3.1 で述べたように、外国人は
大都市圏の中でも特に首都圏での集中が目立っている。まず三大都市圏での外国人の分布に注目した
研究をみる。桐村（2013）は東京 23 区における外国人集住地区の社会経済的特徴を国籍別に考察し、
欧米系外国人の居住地の広がりは凝集的であり、アジア系でも「韓国・朝鮮」や「中国」は凝集的な
分布を示したが、欧米系とアジア系の集住地域は分極化していることを明らかにした。福本（2002）
は大阪府における在日外国人ニューカマーの生活空間に焦点を当て、居住地の特性を分析した。その
結果、集住地または中心部居住者の方が活動空間・社会関係の空間的範囲は狭いことを明らかにした。
　エスニック空間には、エスニック集団の実生活の場としての意味と、観光地として利用される場と
しての意味が複雑に混在する（金ほか，2019）。そのため、エスニック空間研究はエスニック・ネッ
トワークやエスニック・ビジネスと関連づけて考察するものが多かった。
　次に、特定の国籍に限定したエスニック空間研究を検討する。「大久保エスニックタウン」や「池
袋チャイナタウン」などは日本有数の外国人集住地域として知られる。山下・秋田大学地理学研究室
学生（1997）は東京都新宿区の大久保地域に注目し、韓国、中国、東南アジアからのニューカマーが
集住し、エスニックタウン化が進んだ実態を把握し、「大久保エスニックタウン」と命名した。同じ
大久保地区について、エスニックタウンの昼間と夜間に存在する機能の違いに着目し、調査を行った
研究は、金ほか（2019）があった。この研究は東京都新宿区大久保コリアタウンにおけるエスニック
空間の夜の性質を夜間営業施設の利用特性の分析から検討し、夜間営業施設では、日本人・韓国人両
方によって利用されるが、夜間における両者の利用特性では昼間と異なる特徴を有するという知見を
得た。一方、韓国人ニューカマーの集住が顕著な大阪市生野区の今里新地地区を事例に、福本（2016）
はエスニック空間の形成過程を土地所有者の変遷に着目して明らかにした。その結果、今里新地地区
は従来の「花街」から韓国人ニューカマーの居住地と就業地に転換し、料亭等の飲食店やラウンジ・
クラブ・スナック等の夜間遊興施設の営業を主体とする街になったことを示している。金ほか（2019）
は、ホスト社会の夜の規範に適応した「ナイトライフ地区」としての性格を強めつつある大久保コリ
アタウンと異なり、韓国人集団内の遊興需要を満たすため、今里新地で韓国クラブ街が形成されたこ
とを示した。以上の研究は日本の大都市圏における外国人集住地域の形成過程、空間的分布、性格お
よび移民がホスト社会へと統合・同化されていく過程を明らかにした。
　エスニック・ビジネスの形成過程および実態を解明する研究も蓄積されている。粉川（2017）は複
数のエスニック集団によるエスニック・ビジネスの混在がみられる大阪市中央区南部のエスニック・
ビジネスの実態を調べたところ、韓国系と中国系の立地が地域的に分化しており、前者が日本人向け、
後者が同胞向けの市場を指向していることを示した。堀江（2015）は横浜市中区の伊勢佐木モールに
進出するエスニック・ビジネスがバブル経済崩壊に伴う老舖の撤退などによりテナント入居機会が拡
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大したことに加え、ニューカマーの人口増加に影響されたことを明らかにした。劉ほか（2011）は池
袋駅周辺における華商の集積過程や実態を分析した。
　エスニック・ビジネスにおける経営者の独自な戦略に注目する研究には伊藤（1995）、金（2016）、
李（2014）がある。伊藤（1995）は日本における新華僑のエスニック・ビジネスの開業や経営の過程
において、個人の力だけでは開業が困難な状況に対し、戦略として「エスニックの絆」5 を選択する
ことを明らかにした。金（2016）は大久保地区における韓国系のビジネスの機能変容を分析し、経営
者たちがホスト社会の需要を把握し、日本人顧客の確保に重点を置いた立地戦略を採用したため、同
胞顧客に向けたサービス提供機能を弱め、日本人顧客を中心にサービスを提供するようになったこと
を明らかにした。李（2014）は大阪市生野区鶴橋におけるエスニック・ビジネスの展開とその戦略に
ついて主に食品業者の味付けに着目し、基本的には日本人観光客の好みに合わせる形で味付けを行っ
ていると述べる。
　以上の先行研究では、大都市圏におけるエスニック・ビジネスの形成過程、分布、実態および、経
営者たちの独自の戦略に注目し、調査を行った。東京や大阪のような大都市にエスニック・ビジネス
が集中する地域がいくつか存在するが、異なる戦略が採られていることが観察できる。エスニック・
ビジネスの立地と戦略との関係性について詳細な考察が必要であると考える。
　エスニック・ネットワークと就業状況あるいはエスニック・ビジネスとの関連を考察した研究とし
て、陸（2017）と島田（2000）を取り上げる。陸（2017）は大阪インナーシティで経営活動を行う新
華人・華僑を対象に、彼らのネットワークが経営活動において果たす役割を分析した。その結果、起
業時点では血縁・地縁に基づくネットワークに依存する割合が高かったが、近年は、「微信」など
SNS を活用し、新たなネットワークを構築するように変化したと述べた。島田（2000）は横浜市鶴
見区に在住する日系人労働者の流入過程や就業構造を検討する際に、日系人のもつエスニック・ネッ
トワークの役割に着目した。彼女は当地域における日系人労働者の増加の背景には、沖縄県出身者と
日系人の間、あるいは日系人同士、日系人と受け入れ側の地域の間に形成されたエスニック・ネット
ワークの存在が重要な役割を果たしていると指摘した。
　一方、日本に在住する外国人の増加に伴い、集住化、定住化も進行している。外国人の定住化とエ
スニック・ネットワークの関連性を検討する研究は、江・山下（2005）や川添（2017）がある。江・
山下（2005）は埼玉県川口市芝園団地を事例に、華人ニューカマーの集住動向を捉えた。彼らの集住
の要因は、公営住宅への日本人入居者の減少に伴う華人ニューカマーの入居の容易化という外的要因
と、同胞とのネットワークの形成しやすさや子どもによい教育環境を提供できるなど内的要因が存在
することを明らかにした。川添（2017）はムスリムの日常生活における空間や時間の利用という視点
から、東京都豊島区に居住するムスリム男性に焦点を当て、彼らの日常生活における居住地と就業と
の関係性においてマスジドの役割を検討した。その結果、マスジドの主要な役割として、適切な環境
で礼拝を行うこと、教育活動や他のムスリムとの交流・情報交換などが挙げられた。金（2019）は首
都圏に在住する韓国人ニューカマーを対象に、彼らのネットワークの形成と機能を分析した。結論と
して、エスニック・ネットワークの共通的機能は①情報提供、②交流と親睦の場、③心理的安定感、
④所属感提供であると述べた。
　これらの研究はエスニック・ネットワークが果たしている役割を生活面と就業面から分析し、肯定
的な評価を与えた。しかしながら、外国人留学生のうち日本で就職する者が増えている現在において、
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このようなエスニック・ネットワークがエスニック集団成員の就職あるいは転職活動において何らか
の役割を果たすのか、あるいはいかなる役割を果たすのかという問題については検討が進んでおらず、
今後の研究が必要である。
　以上の先行研究は、日本の大都市圏における①エスニック空間の形成過程、空間的分布、性格、②
エスニック・ビジネスの形成過程、分布、実態および経営者たちの独自の戦略、③エスニック・ネッ
トワークが果たしている役割、などに関して考察した。しかし、エスニック空間で形成したエスニッ
ク・ビジネスの立地と経営者が採用する戦略との関係性についての考察が十分とはいえず、今後の研
究が待たれる。一方、エスニック・ネットワークに関する考察は生活面と就業面から分析したが、外
国人留学生のようなエスニック集団成員が日本での就職あるいは転職活動の際に、エスニック・ネッ
トワークが果たす役割について検討が必要であると考える。

５．地方圏におけるエスニック研究の動向

　地方圏に在留する外国人に関する研究は、日系人が集中する静岡県浜松市、群馬県大泉町、茨城県
大洗町などの地域を対象にしたものが豊富である。
　片岡（2014）は浜松市における日系ブラジル人を対象として、生活活動日誌法を用いて日常生活の
様態を分析した。その結果、従来、ホスト社会において「顔の見えない」存在とされてきたブラジル
人は、日本の商業施設や娯楽施設、飲食店における消費行動が増加するにつれて、次第にホスト社会
の中で「顔の見える」存在へと変化しつつあると指摘した。加藤（2019）は、群馬県大泉町に居住し
ている日系南米人のライフヒストリーを調査し、日系南米人第一世代は母国アイデンティティを維持
することを重視しているのに対し、第二世代は通学学校の種類により、キャリア選択や意思決定に差
異がみられることを明らかにした。同じ大泉町で荻野ほか（2009）は定住化に進む日系ブラジル人の
居住地の空間構造と社会構造の変容を考察し、大泉町の西側に日系ブラジル人の生活圏が空間的に顕
在化していることを示した。金ほか（2016）は茨城県大洗町における日系インドネシア人に焦点を当
て、彼らが「出稼ぎ」という意識を希薄化するに伴い、定住化が進行している実態を明らかにした。
彼らの定住化の要因について、①大洗町の水産加工業の固定的な就労構造、②地域内のエスニック・
コミュニティの存続、③子ども世代の出生と彼らの教育環境が日本の公立学校に限定されること、を
述べた。これら日系人集住地域の研究に対して、日系人の非集住地に注目する研究もある。俵（2006）
は石川県小松市における日系ブラジル人の生活展開の特徴を日系人集住地域に関する研究と比較した。
その結果、小松市の日系ブラジル人は「市場媒介型」6 の仲介者を通じ来日したので、地元で日系人
同士の友人関係が弱い一方で、日系人の間での仕事獲得競争が激しいこと、「出稼ぎ」志向が強いの
で、地元の日本人との接触がなく、定住化意向も弱いことを明らかにした。すなわち、地方圏におい
ても、外国人の集住地域と非集住地域の間でエスニック・ネットワークの強さやエスニック集団成員
の定住意欲が異なる傾向があることを示唆している。このような相違点を生み出す要因に関して更な
る検討が求められる。
　地方圏に在留する外国人は少人数であり、拡散的に分布しているので、従来、地方圏の在留外国人
への関心が薄かった。しかし、徳田（2016）が指摘するように、外国人が希少であるか分散して居住
しているような地域、すなわち圧倒的多数の地元住民の中に「埋没」して生活しながらも日本社会に
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おいて一定の役割を果たしている「非集住地域」の外国人住民の状況から日本社会の多文化化を論じ
ることの意義を示すことが重要である。
　地方圏の外国人集住地域においても、エスニック・ビジネスの研究がなされている。日系ブラジル
人の集住地域である浜松市を取り上げた片岡（2004，2005）である。片岡（2004）はエスニック・ビ
ジネスがブラジル人や受け入れ先の地域社会に果たす役割を明らかにするため、実証研究行った。そ
の結果として、ブラジル人の地域社会への定着に作用すること、受入社会との接点との役割を果たし
ていることが提示された。片岡（2005）では、エスニック・ビジネスは日系ブラジル人エスニック・
コミュニティの核として機能していることも提示した。このように地方圏におけるエスニック・ビジ
ネス研究は主に日系人コミュニティとの関連を中心に蓄積された。他のエスニック集団に関する考察
や日系人との比較研究を行い、集団ごとの差異を見出す必要があると考える。
　地方圏における外国人留学生の就職と定住に関する研究も蓄積されている（末廣，2013；孫・阿部，
2013；童ほか，2018）。末廣（2013）は、留学生は日本の企業、雇用システム、就職活動のやり方等
日本独特の事情を理解し、キャリア形成を図っていく必要がある一方で、企業は外国人が働きやすい
企業環境の構築が不可欠であることを論じた。孫・阿部（2013）は日本の地方圏で就職する留学生を
対象として取り上げ、彼らの移住動向を非経済的要因の視点から検討し、福岡県で就職する中国人留
学生の多くは自分の専門とミスマッチの仕事に従事し、強い帰国志向傾向を示し、「保険」のため永
住権の取得を目指していることを明らかにした。童ほか（2018）は地方に在留する理工系の元留学生
の地方企業への定着実態とその要因を検討した。その結果、元理工系留学生の半数以上が地方の企業
に就職したものの、企業内および地域での交流や支援の不足が原因で、地方の企業と地域社会に溶け
込めず、後に東京へと転職した者が少なくないことを指摘した。
　以上の研究は、地方圏で就職している外国人留学生の定着意向が低いことを示した。その要因とし
ては仕事内容と専門のミスマッチや地域社会に溶け込めないことが指摘されている。しかし留学生の
国籍、男女、専門などの属性の違いに注目し、留学生の移動および定着に与える要因を検討する研究
が不十分だと考える。
　本章では、地方圏に限定し、エスニック研究の動向を議論した。地方圏におけるエスニック集住地
域と非集住地域の間でエスニック・ネットワークの強さやエスニック集団成員の定住意欲が異なる傾
向があることが示唆された。また、地方に就職している元留学生においては、地方圏での定着意向が
低いことが示された。一方で、エスニック集住地域において形成したエスニック・ビジネスに関する
考察はほぼ日系人に対象が限られていた。他のエスニック集団に関する考察や日系人との比較研究を
行い、集団ごとの差異を見出す必要があると考える。

６．おわりに

　最後に、日本における在留外国人に関する研究を整理する中で得た知見や未解明の問題を論じる。
　第１に、国際結婚は地理学的な視点からみると、大都市、地方都市、農村地域の間でそれぞれ地域
的な特徴があると考えられるが、このような地域的特徴や差異を実証的に明らかにする必要がある。
　第 2 に、在日留学生への関心は 1990 年代に東京圏に集中している中国、韓国人留学生に集中して
いたが、留学生の出身国の多様化と地方圏の増加に伴って、近年は研究が多岐にわたっている。2010
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年代には地方圏に集まっているネパール留学生に注目が集まったが、日本語学校の留学生を対象とす
る研究がほとんどである。大学、大学院に進学するネパール留学生をめぐる考察は乏しく、今後一層
解明すべき課題である。
　第 3 に、日本に就職した留学生の研究は、来日外国人の移住過程において留学を重要な一部と位置
づけている。留学生の日本での就職・職場・生活環境などの調査を通じ、直面する問題や課題などを
検討している。しかし、留学生の実際の進路決定には踏み込んでおらず、最初の希望と最後の結果が
一致するかどうか、その理由を問う必要があると考える。さらに地理学的な視点から、進学、就職等
に伴う留学生の地域的移動を検討し、高度人材の国際移動に対して知見を得ることが期待されている。
　既存研究によると、地方圏で就職している外国人留学生の地方圏への定着意向は低いことが示され
たが、その要因としては仕事内容と専門のミスマッチや地域社会に溶け込めないことが指摘された。
大都市圏で就職している留学生が日本での就職に対して継続意欲はどうなるのか、彼らが直面する問
題は何かを検討し、地方圏との比較を行い、留学生の定着意向に影響する地域性を解明することは今
後の地理学の課題だと考える。
　第 4 に、大都市圏のエスニック・ビジネスはエスニック集団成員が多く集まる地域に形成され、そ
の後独自な経営戦略を採り、日本人顧客あるいは同胞顧客向けサービスを提供するようになった。そ
れに対して、地方圏におけるエスニック・ビジネス研究は主に日系人コミュニティとの関連に注目が
集まっていた。大都市圏と地方圏におけるエスニック・ビジネスの形成過程、立地、エスニック・
ネットワークとの関連性などは共通点と相違点が存在すると考えられ、地域別に比較研究する必要が
あると考える。
　第 5 に、大都市圏のエスニック・ネットワークに注目する研究は、エスニック・ネットワークが果
たしている役割を生活面、就業面から分析し、肯定的な評価を与えた。一方、地方圏を対象とした研
究では、外国人の集住地域と非集住地域の間でエスニック・ネットワークの強さ、エスニック集団成
員の定住意欲が異なる傾向を示した。このような大都市圏と地方圏、外国人集住地域と非集住地域に
おけるエスニック・ネットワークの相違点を生み出す要因に関する議論が更なる検討が求められる。
　第 6 に、在留外国人に関する既存研究は多数の外国人が集住する三大都市圏を中心に議論したが、
地方圏では日系人の集住地域に関する研究を除けば、以外に手薄である。地方圏における外国人が少
数であるからこそ、ホスト社会は外国人をどのように受け入れるかが課題である、今後、地方圏に外
国人が増える可能性は大いにあるため、多文化共生も重要な課題になると考える。

注

1 身元保証人制度とは「当該外国人に影響力を持つ在日の人」、「当該外国人の日本での滞在に経済的
影響力を持つ人。」すなわち監督者の有無であり、金銭面で不安要素があれば保証する者を立てる
必要がある。

2 上方婚とは、社会的地位、収入、学歴等がより高い者と結婚することを指す。
3 下方婚とは、社会的地位、収入、学歴等がより低い者と結婚することを指す。
4「メンバーシップ型」人事システムとは、新入社員の一斉採用や、定期的な人事異動が発生する人

事を指す。
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5 伊藤（1995）は「エスニックの絆」を「エスニック集団特有の規範に拘束された関係、ないしは、
エスニシティを共有する相互認識から生み出される関係」と定義する。

6「市場媒介型」とは、移民斡旋業者など市場交換を媒介する来日方法を指す。
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　After the 1980s, the number of foreigners coming to Japan soared. In particular, the number of 
foreigners coming to Japan for the purpose of studying abroad, international marriage and 
working abroad is increasing. Therefore, in various fields of study, the trend of foreigners and 
their relationship with foreigners and Japanese society are gradually increasing. In this paper, 
relevant studies on foreigners who have come to Japan since the 1980s are reviewed. The research 
results of sociology, immigration policy and other similar fields on foreigners in Japan are referred, 
and the research trends of geography on foreigners in Japan are sorted out. Finally, future 
research topics are proposed.
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